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審査請求に対する裁決について（答申） 
 
 平成２７年１月２１日付け公委（○警）発第１号による下記の諮問について、  

別紙のとおり答申します。 
記 

 諮問第１５４号 
 平成２６年１２月１９日付けで審査請求人○○から提起された、千葉県警察本

部長が平成２６年１２月３日付け○警発第２９８号で行った自己情報不開示決定

に係る審査請求に対する裁決について 
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諮問第１５４号 

答  申 
 
１ 審議会の結論 
  千葉県警察本部長（以下「実施機関」という。）が平成２６年１２月３日付け○

警発第２９８号で行った自己情報不開示決定（以下「本件決定」という。）につい

て、千葉県個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）は、次のとおり判断す

る。 

  実施機関の判断は、妥当である。 

 
２ 審査請求の経緯 
（１）審査請求人は、平成２６年１１月２１日付けで、実施機関に対し、千葉県個人

情報保護条例（平成５年千葉県条例第１号。平成２８年千葉県条例第１５号によ

る改正前のもの。以下「条例」という。）第１６条第１項の規定により、 

  「平成○年○月○日、○月○日、○月○日、○月○日、○月○日、○月○日、○

月○日、○月○日、○月○日、○月○日、○月○日、○月○日、○月○日、○月

○日、○月○日、○月○日、○月○日、○月○日、○月○日、○月○日のいずれ

かの日に夕方から夜にかけて、○○△△店（○○市○○△－△－△ ＴＥＬ：●

●●－●●●－●●●● 営業時間：０９：３０～２０：００）前で老婦人が一

人で道に迷っていらして店員の方と警察官とが困っていたときに私が偶然通り

かかってその御老人に見覚えがあったので父に電話連絡したことで町内会の名

簿を調べてその御老人の住まいが判明した時に取得または作成した記録全て。」

の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

（２）実施機関は、本件請求に対して、開示請求に係る個人情報を取得したことが確

認できず、行政文書を保有していないことを理由として本件決定を行った。 
（３）本件決定に対し、審査請求人は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）

第５条の規定により、実施機関の上級行政庁である千葉県公安委員会に対し、平

成２６年１２月１９日付けで審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行っ

た。 
（４）本件審査請求を受けて、条例第４６条第２項に規定する諮問実施機関となる千

葉県公安委員会（以下「諮問実施機関」という。）は、同条第１項の規定により、

平成２７年１月２１日付け公委（○警）発第１号で審議会に諮問した。 
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３ 審査請求人の主張要旨 
（１）審査請求書及び意見書において、審査請求人は概ね次のとおり主張している。 
  ア 審査請求の趣旨 
    本件決定を取り消して、請求した自己情報を全部開示するとの決定を求める。 
  イ 審査請求の理由 
    不存在とされた情報は、検索が不十分である。 
（２）なお、審査請求人は、次のア～エの点についても審査請求書及び意見書に記載

している。 
  ア 情報公開請求の対象外であると適用することが違法であるとする点 
  イ 本件請求時の受付窓口における実施機関担当者の行為について 
  （ア）審査請求人が自己情報の開示請求をしたい旨を伝えても、実施機関の担当

者が長時間にわたって請求書を出さなかったとする点 
  （イ）実施機関の担当者が自己情報開示請求には不必要な内容を執拗に聞き出し

たとする点 
  （ウ）実施機関の担当者が審査請求人の了解を得ないまま千葉県警察本部へ連絡

し、審査請求人の過去の開示請求の有無や内容を千葉県警察本部の担当者が

回答したとする点 
  （エ）千葉県○○警察署の担当者から暴言、不適切発言等があったとする点 
  ウ 本件請求以前における審査請求人からの問合せに対し、千葉県警察本部、千

葉県○○警察署及び千葉県○○警察署の担当者が、情報公開の対象文書である

か否かについて異なる回答をしたとする点 
  エ 情報公開や個人情報保護に係る不服申立ては開示決定等に関してだけでな

く、その手続等に関しても行うことができ、違法・適法のみならず不当・正当

についても争うことができるとする点 

 
４ 諮問実施機関の説明要旨 
  理由説明書において、諮問実施機関は概ね次のとおり主張している。 
（１）対象文書の特定について 
   本件請求に対して、実施機関は、千葉県○○警察署（以下「○○警察署」とい

う。）が保護取扱業務に関する記録、地域警察官の活動の記録及び警察への通報

の記録について確認したところ、本件請求に係る個人情報は保有していないこと

が判明した。 
（２）本件決定について 
   本件請求に係る個人情報を取得したことが確認できず、行政文書を保有してい
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ないため、条例第２１条第２項の規定により不開示とした。 
（３）不開示理由について 
  ア 保護について 
  （ア）警察における保護は、主に、警察官職務執行法（昭和２３年法律第１３６

号。以下「警職法」という。）第３条に基づき実施している。 
  （イ）道に迷っている高齢者、認知症の高齢者等については、警職法第３条第１

項第２号中の「迷い子、病人、負傷者等」が自救能力のない者についての例

示であることから、同号の「迷い子」として分類し、保護を実施している。 
  （ウ）また、警職法第３条第２項では、保護された者の引継について規定してい

る。 
  イ 保護取扱カードについて 
  （ア）千葉県警察においては、保護取扱いに関する訓令（昭和４８年千葉県警察

本部訓令第２３号。以下「保護訓令」という。）第２２条に規定しており、

警察官が保護に着手した場合は、当該保護に係る保護取扱カードを作成して

いる。 
  （イ）保護取扱カードの所要事項は、「保護取扱者」、「被保護者の種別」、「被保

護者の本籍、住所、職業・氏名、生年月日等」、「保護着手日時」、「保護着手

場所」、「保護の端緒」、「発見の状況及び保護を必要と認めた理由」、「保護の

法的根拠」、「身体被服の損傷等」、「保護の場所」、「警察署引継日時」、「警察

署引継者」、「保管物品」、「保護許可状発付有無及び発付日時」、「保護解除日

時」、「保護解除担当者」、「保護解除の区分」、「備考」、「引取（引受）書」で

構成されている。 
  （ウ）保護取扱カードの保存期間は、千葉県警察の文書に関する訓令（平成２０

年千葉県警察本部訓令第２２号。以下「文書訓令」という。）第２２条によ

り、１年としている。 
  ウ 活動日誌について 
  （ア）千葉県警察においては、千葉県警察の地域警察運営に関する訓令（平成１

３年千葉県警察本部訓令第７号）第３２条の規定により、活動日誌は、地域

警察官の活動概要を記録しておくものである。 
  （イ）活動日誌の保存期間は、文書訓令第２２条により、１年としている。 
  エ １１０番受理処理結果票について 
  （ア）千葉県警察においては、その通報内容や対応の経過及び結果を明らかにし

ておく必要から、通信指令業務の運営に関する要綱（平成２２年千葉県警察

本部訓令第９号）第１３条第３号及び第１６条で規定しており、１１０番受
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理処理結果票は、１１０番を受理した係員が通報者から聴取しながら記載し、

管轄警察署に事案内容を指令（送信）し、当該警察署がこれに印字して対応

結果等を記録し作成するものである。 
  （イ）１１０番受理処理結果票の保存期間は、文書訓令第２２条により、１年と

している。 
  オ 加入通報等受理結果票について 
  （ア）加入通報等受理結果票は、事件・事故等の当事者又は目撃者等の関係者が、

警察にその対応を求めるため、警察署等へ直接通報等をした際に、その通報

内容や対応の経過及び結果を明らかにしておくため作成するものである。 
  （イ）加入通報等受理結果票の保存期間は、文書訓令第２２条により、１年とし

ている。 
  カ 本件審査請求に係る文書について 
  （ア）保護取扱カード 
     上記ア及びイで述べる保護の根拠法令並びに保護取扱カードの根拠規定

及び所要事項等に基づけば、保護取扱カードに、事案当事者ではない審査請

求人の本件請求に係る個人情報を記載することはない。 
  （イ）活動日誌 
     上記ウ（ア）のとおり、活動日誌は、地域警察官の活動概要を記載するも

のであり、事案等の取扱い時に取得した個人情報等を全て記載するものでは

なく、事案当事者ではない審査請求人の本件請求に係る個人情報を記載する

ことはない。 
  （ウ）１１０番受理処理結果票 
     上記エ（ア）のとおり、事案等の取扱い時に取得した情報等を全て記載す

るものではない。 
  （エ）加入通報等受理結果票 
     上記オ（ア）のとおり、事案等の取扱い時に取得した情報等を全て記載す

るものではない。 
  （オ）上記（ア）～（エ）の文書について 
     本件請求時、○○警察署においては、平成●年（平成○年の前年）１月以

降に作成した、これらの文書を保存していることから、その全件について確

認したところ、本件請求に係る個人情報を取得したことは確認できず、保有

していないことが判明した。 
（４）本件決定の妥当性について 
  ア 上記３（１）イ及び上記３（２）アの主張について 
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    上記主張は、検索が不十分で、対象文書が発見できていないか、又は、開示

請求の対象外とされているのではないかと主張していると認められる。 
    文書の不保有については、上記（３）のとおりであり、また、条例の適用も

除外していないことから、審査請求人の主張には理由が認められない。 
  イ 上記３（２）イ～エの主張について 
    上記主張は、本件請求の際等の手続に関して苦情を申し立てていると認めら

れる。開示請求に来た際、どのような個人情報が欲しいのか、それがどのよう

な行政文書に記載されているか聞き取りや説明をする必要がある。その際の手

続に誤解が生じた可能性がある。 
    しかし、その手続と本件決定とは、関連がなく、審査請求人のこの主張は理

由が認められない。 
 
５ 審議会の判断 
（１）諮問実施機関が提出した理由説明書によると、上記４（３）カ（ア）～（エ）

のとおり、審査請求人が求める情報が記録されている可能性のある行政文書とし

ては、次のア～エが考えられる。 
  ア 保護取扱カード 
  イ 活動日誌 
  ウ １１０番受理処理結果票 
  エ 加入通報等受理結果票 
（２）そこで、上記２（１）において審査請求人が記載している事案の内容を手掛か

りとして、諮問実施機関を通じ、実施機関職員をして、審査請求人が求めている

情報が記録されていると思われる行政文書を探索させ、かかる文書（以下「関連

文書」という。）を審議会に提出させた。 
   審議会において関連文書を見分したところ、確かに当該事案に該当すると思わ

れる保護に係る情報が記録されていたが、審査請求人に係る情報は一切記録され

ていないことが確認された。 
   したがって、本件請求に係る審査請求人の個人情報を取得したことが確認でき

ず、本件請求に係る行政文書を保有していないとする諮問実施機関の説明（上記

４（２））に何ら不合理な点は認められない。 
（３）結論 
   以上のことから、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。 
   なお、審査請求人のその他の主張は、本件決定の適否に関する審議会の判断に

影響を及ぼすものではない。 
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６ 審議会の処理経過 
  審議会の処理経過は、次のとおりである。 

 
審議会の処理経過 

年 月 日 処 理 内 容 
平成２７年 １月２１日 諮問書の受理 
平成２７年 ４月１５日 諮問実施機関の理由説明書受理 
平成２７年 ６月１９日 審査請求人の意見書受理 
平成２８年１０月１８日 審議（平成２８年度第２回第１部会） 
平成２８年１１月２４日 審議（平成２８年度第３回第１部会） 

 
千葉県個人情報保護審議会第１部会 

氏  名 職 業 等 備 考 
海野 朋子 千葉家庭裁判所家事調停委員  
川瀬 貴之 千葉大学法政経学部准教授  

土屋 俊 
大学改革支援・学位授与機構

研究開発部教授 
部会長 

永嶋 久美子 弁護士 部会長職務代理者 
（五十音順） 


